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独立行政法人国立病院機構における医療費未収金の督促業務について

ア 制度・業務の現状

① 業務の目的・概要及び具体的実施方法等

○ 業務実施フロー図（別添１）

○ 現行において、国立病院機構の職員である公務員でなければできないと
する特殊事情はない。
※ 弁護士法第７２条により、今般要望のあった督促業務は弁護士・弁護
士法人には認められており（逆に非弁護士には禁じられている 、公務）
員でなければいけないというものではない。

② 業務実施に当たっての全体の組織体系

○ 国立病院機構全体図

本 部（1ヶ所）
ブロック事務所（ ヶ所）6

※医療費未収金の督促業務については各病院で実施病 院（ 病院）146
（職員数） 常勤 47,124人（平成18年1月1日現在）

※非常勤職員数については、把握していない。

○ 病院の組織図（別添２）

③ 業務量に関する指標の実績

○ 平成18年7月末現在の医業未収金（患者負担分）
件数 延べ約44,000件
金額 約4,500百万円

○ 配置人員
督促業務のために、常勤職員を専属には配置していない。
（参考）○○病院 電話、文書による督促：１日１～２時間程度
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④ 業務の実施を規制する現行法令及び関連条項並びに規制の概況

○ 現行において、当該業務について、国の行政機関等の職員である公務員
でなければできないとする論拠となる規制はない。

イ 業務の廃止又は公共サービス改革法に基づく官民競争入札等の対象とするこ
とについての所見及び措置の概要

ｱ 共通事項( )

○ 医療費未収金の管理回収業務は、現行の債権管理回収業に関する特別措
置法の対象外とされているものであるが、国立病院における医療費未収金
の管理回収のみを国の行政機関等の責任と負担のもとに実施しなければな
らない特別な事情はなく、債権管理回収業に関する特別措置法で規定する
特定金銭債権に医療費未収金が追加されれば民間の医療機関同様、債権管
理回収業者へ委託することができることになるものと考える。
※ あくまで今回の要望は、債権管理回収業に関する特別措置法で規定す
る特定金銭債権に医療費未収金を追加することであると考えている。

ｲ 国の行政機関等の公共サービス( )
Ｄ 公共サービス改革法に基づく官民競争入札等を含めて民間開放が不可能又
は不適当と考えるもの

① 現行の規制に関する法令等の必要性・妥当性

○ （法令の解釈は当該法令所管省庁で行うものと考えるが ）患者、患者、
家族等の経済的不安定な地位におかれている者に係る債権に対しての債権
回収業者への委託については慎重に判断する必要があると考える。

② 「公共サービス改革基本方針」 頁①～⑤それぞれの視点に留意した上で5
の官民競争入札等の対象としない理由

○ 医療費未収金について、民間病院の分は規制をかけたまま、国立病院関
係の分だけを特定金銭債権として規定した場合、官民で不公平感が生じる
のではないか。

○ 医療費という特性から、国立病院の債権のみに債権回収の専門家により
強制的に督促等を行うこととした場合、社会的批判を招きかねないのでは
ないか。
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○ なお、独立行政法人国立病院機構においてはクレジットカードによる支
払いを進めるなど、未収金にならないような工夫を講じている。

ウ 外部資源の活用状況

○ 弁護士法による規制があり、外部委託ができないため行っていない。



別添１
（業務実施フロー図）

※　一連の取扱いについては、各病院において対応。

　　ただし法的措置については、国立病院機構（理事長名）において行う。

回収不能

法務大臣の承認を受け
た債権管理回収業者が
行う集金代行業務

貸  倒  処  理

債権回収業務の
一部委託

（法務大臣の承認を受けた債権管理回
収業者の行う督促状の送付等）

貸  倒  処  理
破産更生債権

強制執行等

法的措置
(支払督促、少額訴訟等)

電話・出張・文書督促の実施

債権回収方法の検討

・督促等の状況から各債権毎に適切な回収
　方法を検討し選択
　※病院職員による対応が原則

病院対応

電話、文書等の
督促の継続

法的措置の実施

貸  倒  処  理
破産更生債権

国立病院機構における債権回収の主な流れ

債　権　管　理

・債権管理簿、未納者一覧表の作成
・督促整理簿の作成

・電話による督促
・文書による督促
・出張による督促
　※複数回、定期的な継続した督促の実施

未収金の発生
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（病院組織図＜例＞） 別添２

院長 副院長 統括診療部長 （省略）

教育部長 （省略）

医療情報管理室長（併）

薬剤科長 （省略）

治験管理室長（併）

臨床研究部長 （省略）

看護部長 （省略）

事務部長 経営企画室長 経営企画係長

業績評価係長

企画課長 業務班長 経理係長

専門職（医事・訴訟） 財務管理係長 係員

契約係長 係員

病歴係長 診療情報管理士

入院係長

外来係長

管理課長 庶務班長 庶務係長 係員

給与係長（併） 係員

職員班長 職員係長

厚生係長(併)

医療安全管理室長(併)

地域医療連携室長(併)

国立病院機構○○病院　組織図
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（１）労働保険とは
○ 「労働保険」とは、労災保険(労働者災害補償保険)及び雇用保険を総称したもの。
○ 労働保険は、原則として、労働者を１人以上雇用するすべての事業に適用される。
※労働保険の適用事業数 約２９７万（平成１７年度末）

（２）労働保険料
○ 保険料は、原則として労災保険及び雇用保険一体の労働保険料として徴収。
○ 保険料額は、事業主が労働者に支払う賃金の総額に保険料率を乗じて算定。

労働保険料＝事業全体の賃金総額×保険料率（雇用保険料率＋労災保険料率）
労災保険料率 事業の種類により、4.5／1,000～118／1,000
雇用保険料率 19.5／1,000（一般の事業）、21.5／1,000
（農林水産、清酒製造の事業）、22.5／1,000（建設の事業）

○ 労働保険料の負担は、以下のとおり。
労災保険 全額事業主負担
雇用保険 失業等給付部分は労使折半、雇用保険三事業部分は全額事業主負担

労働保険の徴収業務について

１ 労働保険の概要

１
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（３）算定基礎調査
○ 申告内容に疑義のある事業所等を調査し、職権により正しい保険料額を決定（認定
決定）。

２ 労働保険の徴収業務

（１）労働保険料の申告書受理・審査・保険料の徴収
○ 事業主から提出された申告書を受理・審査し、保険料を徴収。

（２）督促・滞納処分
○ 納付期限までに保険料が納付されない場合、督促。
○ 督促を受けた事業主が期限までに保険料等を払わない場合、財産調査を行い、
差押え等の滞納処分を実施。

労働保険の徴収業務は、事業主が納めるべき保険料を職権により決定したり、立入調査
や強制徴収(滞納処分)を行う等、国民の権利・義務に直接影響を及ぼす公権力の行使に
当たる業務であるため、政府が直接に関与し、明確かつ十全に運営責任を果たす必要。

労働保険の徴収業務は公権力の行使に当たる業務である。

業務の概要
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３ 外部資源の活用状況

公権力の行使に当たる業務については、政府が直接に関与し、明確かつ十全に運
営責任を果たす必要があるが、それ以外の業務については、業務の効率化を図る
ため、民間活力を活用。

① 事業主団体の活用（労働保険事務組合制度）
厚生労働大臣の認可を受けた事業協同組合、商工会等の事業主団体が、中小事

業主の委託を受けて労働保険関係の諸手続、保険料の申告・納付等を実施できる制
度を設け、中小事業主の事務負担を軽減することにより、適正な申告・納付等を推進
（労働保険徴収法第３３条～第３６条）。
※ 事務組合数：１１，１５９組合、委託事業所数：約１３４万事業所、委託率４５．３４％

② 年度更新申告業務における民間活力の活用
年度更新申告業務が集中する時期に、申告書受付業務等に社会保険労務士等

民間人を活用。

（２）今後の取組
平成１９年度以降、公権力の行使に当たらない以下の業務について順次民間委託
を実施。

① 年度更新説明会の設営業務
② 年度更新申告書の発送業務
③ 年度更新申告書のOCR入力業務
④ 督促状発行業務（労働局がリストアップした事業所への督促状の送付業務）

（１）これまでの取組

公権力の行使以外の業務については民間活力を活用している。
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４ 労働保険の徴収事務の流れ

当年度概算保険料及び
前年度確定保険料の申告

※印 公権力の行使に該当しない業務であるため

民間委託等を行うもの（予定も含む。）。

概算保険料の納付及
び確定保険料の精算

申告書の受理・内容審査

申告書のＯＣＲ入力

保険料収納

督 促 滞納整理

（毎年1回：4月1日～5月20日）
都道府県労働局、労働基準

監督署、金融機関等で受付

申告に誤りがないか審査し、

保険料額を確定

督促に応じない場合、
滞納整理を行う。

算定基礎調査

期限までに納付され
ない場合、督促状を
送付
・督促状の送付対象

事業場を決定

・督促状を発送※

・納付督励

未申告事業所、申告内容に
疑義のある事業所を調査し、
職権により保険料額を決定
（認定決定）

・調査対象事業所の選定

・調査の実施

・保険料額の決定、通知

・申告書の受付 ※

・申告書の内容審査

・申告書のＯＣＲ入力、
編綴・保管※

・保険料の収納・申告書の印刷・送付※
・事業所説明会※

・財産調査

・滞納処分（差押等）

年度更新

ＯＣＲ
労働局

監督署

金融機関

申告・納付

受付・内容審査

督促状の送付

事業場

滞納処分
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各都道府県労働局（４７局）の労働保険徴収担当課（室）が、労働保険の徴収業務

を実施している。

①大規模局

（北海道・東京・神奈川・愛知・大阪・兵庫・福岡）

労働局

本 省

労働保険徴収課
総務部 ※１

労働基準部

職業安定部 ※３

雇用均等室

労働局

労働保険適用課（室）

事務組合課（室） ※２

総務部

労働基準部

職業安定部

雇用均等室

②標準局

（①以外の府県局）

※１ 東京には、総務部の他に労働保険徴収部が設置されており、課の構成

は上記のとおり。

※４ 労働保険徴収課（室）にて、事務組合関係業務及び適用関係業務について

も実施している。

→労働保険の徴収業務を実施している部署

労働保険徴収課（室） ※４

※２ 東京、大阪、愛知には、事務組合課（室）が設置されており、それ以外

の局では、労働保険適用室にて、事務組合関係業務を実施している。

※３ 東京、大阪には、需給調整事業部が設置されている。

５ 業務実施体制
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６ 業務量に関する指標の実績

（１）業務指標関係（平成１７年度）
① 適用事業数：２９７万事業
② 保険料申告書受付・審査件数：１９６万件
③ 督促状発行件数：２７万件
④ 算定基礎調査件数：４万件
⑤ 徴収決定済額：４，０６９，３７８百万円
⑥ 収納済歳入額：３，９８２，４４２百万円
⑦ 収納率：９７．８６％（⑥／⑤）

（２）人員・予算（平成１８年度）
① 人員
ア 常勤職員
約６５０人
（都道府県労働局・労働基準監督署において労働保険の徴収業務に従事する

職員数）
イ 非常勤職員
約１万４千人日（年度更新申告が集中する時期に申告書受付業務等に従事）

② 予算
約４１９億円
（労働保険料の徴収及び労働保険事務組合に関する事務に係る業務取扱費） 6



７ 官民競争入札等の対象とすることへの考え方

労働保険の徴収業務は、
① 滞納処分や立入調査等による保険料の職権による決定など、行政処分を
伴い、国民の権利義務に直接影響する公権力の行使を行う業務であること
から、国が行うべき、
② 収納率が９７．８６％（平成17年度）と高く、滞納事業主への対応は滞納処
分を見据えて行う必要がある、
③ 公権力の行使に当たらず、国民の権利義務に直接影響を及ぼさない業務
については、外部委託を進めることとしており、業務の質の向上と経費節減
がなされている、

ことから、官民競争入札等の対象とすることは適当でない。

なお、労働保険の徴収業務を民間事業者が担う場合には、

① 事業所に関する情報を民間事業者に提供する必要があるが、この場合、その

事業所情報を厳格に管理させる必要があること、

② 当該民間事業者の保有債権と労働保険料債権の間で利益相反が生じるおそ
れがあること、

③ 行政処分の対象とする基準を公にすることにより、事務の適正な遂行に支障が
生じるおそれがあること、

も念頭に置く必要がある。

労働保険の徴収業務は公権力の行使に当たる業務であること等から、官民競争入札
等の対象とすることは適当でない。
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業務の実施を規制する現行法令及び関連条項（参考）

○ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）（抄）

（労働保険料）
第十条 政府は、労働保険の事業に要する費用にあてるため保険料を徴収する。
２ 前項の規定により徴収する保険料（以下「労働保険料」という。）は、次のとおりとする。
一 一般保険料
二 第一種特別加入保険料
三 第二種特別加入保険料
三の二 第三種特別加入保険料
四 印紙保険料
（督促及び滞納処分）

第二十六条 労働保険料その他この法律の規定による徴収金を納付しない者があるときは、政府は、
期限を指定して督促しなければならない。

２ 前項の規定によつて督促するときは、政府は、納付義務者に対して督促状を発する。この場合に
おいて、督促状により指定すべき期限は、督促状を発する日から起算して十日以上経過した日で
なければならない。

３ 第一項の規定による督促を受けた者が、その指定の期限までに、労働保険料その他この法律の
規定による徴収金を納付しないときは、政府は、国税滞納処分の例によつて、これを処分する。
（徴収金の徴収手続）
第二十九条 労働保険料その他この法律の規定による徴収金は、この法律に別段の定めがある場
合を除き、国税徴収の例により徴収する。
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（労働保険事務組合）
第三十三条 中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第三条の事業協同組合又
は協同組合連合会その他の事業主の団体又はその連合団体（法人でない団体又は連合団体であ
つて代表者の定めがないものを除く。以下同じ。）は、団体の構成員又は連合団体を構成する団体
の構成員である事業主その他厚生労働省令で定める事業主（厚生労働省令で定める数を超える数
の労働者を使用する事業主を除く。）の委託を受けて、この章の定めるところにより、これらの者が
行うべき労働保険料の納付その他の労働保険に関する事項（印紙保険料に関する事項を除く。以
下「労働保険事務」という。）を処理することができる。
２ 事業主の団体又はその連合団体は、前項に規定する業務を行なおうとするときは、厚生労働大臣
の認可を受けなければならない。
３ 前項の認可を受けた事業主の団体又はその連合団体（以下「労働保険事務組合」という。）は、第
一項に規定する業務を廃止しようとするときは、六十日前までに、その旨を厚生労働大臣に届け出
なければならない。
４ 厚生労働大臣は、労働保険事務組合がこの法律、労災保険法若しくは雇用保険法若しくはこれら
の法律に基づく厚生労働省令（以下「労働保険関係法令」という。）の規定に違反したとき、又はそ
の行うべき労働保険事務の処理を怠り、若しくはその処理が著しく不当であると認めるときは、第二
項の認可を取り消すことができる。
（労働保険事務組合に対する通知等）
第三十四条 政府は、労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託した事業主に対してすべき

労働保険関係法令の規定による労働保険料の納入の告知その他の通知及び還付金の還付につ
いては、これを労働保険事務組合に対してすることができる。この場合において、労働保険事務組
合に対してした労働保険料の納入の告知その他の通知及び還付金の還付は、当該事業主に対し
てしたものとみなす。
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（労働保険事務組合の責任等）
第三十五条 第三十三条第一項の委託に基づき、事業主が労働保険関係法令の規定による労働保険
料その他の徴収金の納付のため、金銭を労働保険事務組合に交付したときは、その金額の限度で、
労働保険事務組合は、政府に対して当該徴収金の納付の責めに任ずるものとする。
２ 労働保険関係法令の規定により政府が追徴金又は延滞金を徴収する場合において、その徴収につ
いて労働保険事務組合の責めに帰すべき理由があるときは、その限度で、労働保険事務組合は、政
府に対して当該徴収金の納付の責めに任ずるものとする。
３ 政府は、前二項の規定により労働保険事務組合が納付すべき徴収金については、当該労働保険事
務組合に対して第二十六条第三項（労災保険法第十二条の三第三項及び第三十一条第四項並びに
雇用保険法第十条の四第三項において準用する場合を含む。）の規定による処分をしてもなお徴収
すべき残余がある場合に限り、その残余の額を当該事業主から徴収することができる。
４ 労働保険事務組合は、労災保険法第十二条の三第二項の規定及び雇用保険法第十条の四第二

項の規定の適用については、事業主とみなす。
（帳簿の備付け）
第三十六条 労働保険事務組合は、厚生労働省令で定めるところにより、その処理する労働保険事務

に関する事項を記載した帳簿を事務所に備えておかなければならない。
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（報告等）
第四十二条 行政庁は、厚生労働省令で定めるところにより、保険関係が成立し、若しくは成立していた
事業の事業主又は労働保険事務組合若しくは労働保険事務組合であつた団体に対して、この法律の
施行に関し必要な報告、文書の提出又は出頭を命ずることができる。

（立入検査）
第四十三条 行政庁は、この法律の施行のため必要があると認めるときは、当該職員に、保険関係が
成立し、若しくは成立していた事業の事業主又は労働保険事務組合若しくは労働保険事務組合であ
つた団体の事務所に立ち入り、関係者に対して質問させ、又は帳簿書類（その作成、備付け又は保存
に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない
方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の作成、備付
け又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。）の検査をさせることができる。
２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があるとき

は、これを提示しなければならない。
３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
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（罰則）
第四十六条 事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、六月以下の懲役又は三十万円以下

の罰金に処する。労災保険法第三十五条第一項に規定する団体が第三号又は第四号に該当する
場合におけるその違反行為をした当該団体の代表者又は代理人、使用人その他の従業者も、同様
とする。
一 ・二 （略）
三 第四十二条の規定による命令に違反して報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は文書を提
出せず、若しくは虚偽の記載をした文書を提出した場合
四 第四十三条第一項の規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁を
し、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合
第四十七条 労働保険事務組合が次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした

労働保険事務組合の代表者又は代理人、使用人その他の従業者は、六月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金に処する。
一 （略）
二 第四十二条の規定による命令に違反して報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は文書を提
出せず、若しくは虚偽の記載をした文書を提出した場合

三 第四十三条第一項の規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁を
し、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合
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